
２－２．女性の活躍推進/若者・高齢者等の活躍推進/外国人材の活用 

（１）KPIの主な進捗状況 

（女性の活躍推進） 

《KPI》「2014 年度末までに約 20 万人分、2017 年度末までに約 40 万人分の

保育の受け皿を拡大し、待機児童の解消を目指す」（待機児童解消加

速化プラン） 

⇒2013年：加速化プラン参加自治体数 351市区町村（８月現在） 
     

《KPI》「2020 年に女性の就業率（25 歳から 44 歳）を 73％（現状 68％）に

する」 

⇒2013年度：69.5％ 
 

《KPI》「2020年に指導的地位に占める女性の割合 30％」 

⇒2013年管理職比率：7.5%（2012年 6.9%） 
 

 （若者・高齢者等の活躍推進） 

《KPI》「2020年：20～34歳の就業率 78％（2012年：74％）」 

⇒2013年：75％ 
 

《KPI》「2020年：60～64歳の就業率 65％（2012年：58％）」 

⇒2013年：59％ 
 

《KPI》「2020年：障害者の実雇用率 2.0%（2012年：1.69％）」 

⇒2013年：1.76％ 
  

 （高度外国人材の活用） 

《KPI》「ポイント制の導入後 11 か月で高度人材認定された外国人数の実績

（約 430人）からの飛躍的な増加」 

⇒ポイント制の導入（2012 年５月）から 2014 年２月までに高度人材認

定された外国人数は 995人 

 

（２）施策の主な進捗状況 

  （「待機児童解消加速化プラン」を着実に実施） 

 ・「待機児童解消加速化プラン」については、昨年８月までに 351 市区町

村からの参画を得ており、安定財源を確保しつつ保育所等の運営費の充

実を図るなど、待機児童の解消に向けた地方自治体の取組を強力に支援

している。 
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 （女性の登用状況を見える化/仕事と子育ての両立支援を強化） 

・「女性の活躍『見える化』サイト」を開設し、上場企業の約３割に当た

る 1,154 社について管理職比率等のデータ掲載を行った。また、本年

４月には、次世代育成支援対策推進法の延長のための改正法案が成立

するなど、女性の活躍推進のための環境整備が図られた。 
 
  （若者・高齢者等の活躍促進に向けた環境を整備） 
  ・若者の活躍促進のため、就職支援機能向上等とともに、就職・採用活

動開始時期変更の円滑な実施に向けた取組を進めている。また、今年

３月に、雇用保険法を改正し、社会人の中長期的なキャリア形成の促

進に対する支援策を強化した。 

・高齢者の活躍促進のため、定年後の高齢者等について有期労働契約の

無期転換申込権発生までの期間に特例を設けること等を内容とする法

律案を本年の通常国会に提出した。 

 

  （高度外国人材の受け入れ要件を緩和） 

  ・高度外国人材の活用については、昨年、最低年収基準の見直しなどの

高度外国人材認定要件の緩和や親・家事使用人の帯同といった優遇措

置の利便性向上のための措置を実施した。さらに、本年６月には、高

度外国人材に特化した在留期間無期限の新しい在留資格創設等を内容

とする出入国管理及び難民認定法の改正法案が成立した。 

 

  （建設及び造船分野における外国人材の活用） 

  ・復興事業の更なる加速を図りつつ、2020年オリンピック･パラリンピッ

ク東京大会等の関連施設整備等による一時的な建設需要の増大に対応

するため、緊急かつ時限的措置（2020 年度で終了）として、処遇や重

層下請構造の改善、現場の効率化等により国内での人材確保に最大限

努めることを基本とした上で、即戦力となり得る外国人材の活用促進

を図ることを決定した。今後、所要の準備を進め、2015 年度初頭から

の本制度を活用した外国人材の受入れの開始を目指す。なお、建設業

との間で人材の相互流動が大きい造船業については、上記建設分野に

おける措置により重大な影響が及ぶことに鑑み、また、当該産業分野

が高い国内生産率を維持して我が国の輸出を支えるとともに地域経済

に大きく貢献していることを踏まえ、アベノミクスの効果により急速

に回復してきた生産機会を逃さないよう、建設業と同様の緊急かつ時

限的措置を講ずることとし、所要の準備を行う。 
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（３）新たに講ずべき具体的施策 

   昨年来、取組を進めている女性や若者・高齢者等、外国人材の活躍促

進の取組をより一層進め、意欲と能力ある人材が活き活きと働ける社会

を構築していく。 

 

 i）女性の活躍推進 

（育児・家事支援環境の拡充） 

    我が国最大の潜在力である女性の力を最大限発揮し、「女性が輝く社

会」を実現するには、安全で安心して子供を預けることができる環境

の整備や家事に係る経費負担の軽減に向けた方策を検討していく必要

がある。このため、引き続き、「待機児童解消加速化プラン」に基づき、

「待機児童ゼロ」を実現するための取組を進めるとともに、「小 1の壁」

と指摘されている小学校入学後の児童の総合的な放課後対策を講ずる

必要がある。あわせて、安価で安心な家事支援サービスを利活用でき

る環境整備を図る。 

 

①「放課後子ども総合プラン」 

小学校入学後に女性が仕事を辞めざるを得ない状況となるいわゆる

「小１の壁」を打破し、次代を担う人材を育成するため、厚生労働省

と文部科学省が共同して「放課後子ども総合プラン」を年央に策定し、

一体型を中心とした放課後児童クラブ・放課後子供教室の計画的な整

備を進める。その際、学校施設（余裕教室や放課後等に一時的に使わ

れていない教室等）の徹底活用、放課後児童クラブの開所時間の延長、

全小学校区での放課後児童クラブと放課後子供教室の一体的な、又は

連携した運用等が着実に実行されるよう、次世代育成支援対策推進法

に基づく「行動計画策定指針」を改正し自治体に計画の策定を求める

など所要の制度的措置を年度内に実施する。これにより、放課後児童

クラブについて、2019年度末までに約 30万人分の受け皿拡大を図ると

ともに、約１万か所以上を一体型の放課後児童クラブ・放課後子供教

室とする。 

 

②保育士確保対策の着実な実施  

「待機児童解消加速化プラン」の確実な実施のため、年内を目途に、

子ども・子育て支援新制度における地方公共団体の計画を踏まえた国

全体で必要となる保育士数を明らかにした上で、数値目標と期限を明

示し、人材育成や再就職支援等を強力に進めるための工程表を「保育

士確保プラン」として策定する。あわせて、今年度末の「待機児童解
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消加速化プラン」の進捗状況を踏まえて必要な見直しを行う。 

 

③子育て支援員（仮称）の創設 

小規模保育など地域のニーズに応じた幅広い子育て支援分野におい

て、育児経験豊かな主婦等が活躍できるよう、必要な研修を受講した

場合に「子育て支援員（仮称）」として認定する仕組みを、子ども・子

育て支援新制度の施行に併せて創設する。その際、「子育て支援員（仮

称）」が、保育士、家庭的保育者、放課後児童支援員を目指しやすくす

る仕組みも併せて検討する。 

 

④安価で安心な家事支援サービスの実現 

家事支援サービスについて、品質確保のための業界による自主的取

組への支援等を通じ、利用者負担が低い、安心なサービスが供給され

る仕組みを構築するため、主要事業者で構成される推進協議会を設置

し、年度内に具体策を検討し、一定の結論を得る。 

 

⑤女性の活躍推進、家事支援ニーズへの対応のための外国人家事支援

人材の活用【後掲】 

（「５．立地競争力の更なる強化」「５－１．『国家戦略特区』の実現/

公共施設等運営権等の民間開放（PPP/PFI の活用拡大）、空港・港湾

など産業インフラの整備/都市の競争力の向上」中、「ii）国家戦略

特区の加速的な推進」において記載。） 

 

（企業等における女性の登用を促進するための環境整備） 

    女性にとって働きやすい職場環境を整備するとともに、指導的地位

に占める女性の割合の増加に向け総合的かつ集中的に取り組む必要が

ある。あわせて、潜在化している女性の能力を最大限発揮できるよう

支援を行う。 

 

⑥女性の活躍推進に向けた新たな法的枠組みの構築 

「2020 年に指導的地位に占める女性の割合 30％」の実現に向けて、

女性の活躍推進の取組を一過性のものに終わらせず、着実に前進させ

るための新たな総合的枠組みを検討する。 

具体的には、国・地方公共団体、民間事業者における女性の登用の

現状把握、目標設定、目標達成に向けた自主行動計画の策定及びこれ

らの情報開示を含め、各主体がとるべき対応等について、検討する。

さらに、各主体の取組を促進するため、認定などの仕組みやインセン
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ティブの付与など実効性を確保するための措置を検討する。これらに

ついて今年度中に結論を得て、国会への法案提出を目指す。 

また、公共調達や各種補助事業に当たり、事業者又は発注者の負担

等を踏まえつつ、ワークライフバランス、女性の登用等への取組状況

について報告を求め、企業における取組の「見える化」を進め、女性

の活躍推進に積極的に取り組む企業を適切に評価すること等を盛り込

んだ取組指針を策定し、受注機会の増大を図る。 

さらに、育児休業中の代替要員の確保や育休復帰支援プランの策定

など復職の環境整備、復職後の能力アップのための訓練を行う事業主

等に対する助成や改正次世代育成支援対策推進法に基づく特例認定等

を受ける事業主に対するインセンティブ付与の検討、男性の育児参画

促進等、仕事と子育ての両立支援に積極的に取り組む事業主への支援

などを拡充する。 

あわせて、女性の活躍推進のためには、女性の特性に応じた女性の

健康の包括的支援が必要である。このため、与党からの提言等も踏ま

えつつ、所要の施策を総合的に講ずる。 

 

⑦企業における女性登用の「見える化」及び両立支援のための働き方

見直しの促進 

有価証券報告書における役員の女性比率の記載を義務付けるととも

に、コーポレート・ガバナンスに関する報告書において、企業におけ

る役員、管理職への女性の登用状況や登用促進に向けた取組を記載す

るよう各金融商品取引所に要請する。 

また、政府において、女性の登用状況等に関する企業情報を一元化

することで総合データベース化を図り、企業の女性活躍に向けた取組

を推進する。 

さらに、男女がともに仕事と家庭の両立ができるよう、改正次世代

育成支援対策推進法等を通じた職場環境整備を促し、長時間労働の削

減や年次有給休暇の取得促進を進める。あわせて、朝早く出社し夕方

に退社する「朝型」の働き方の普及、フレックスタイム制度の見直し

など、柔軟で多様な働き方の推進について検討を進めるとともに、テ

レワークの推進に向け、新たなモデルの構築、導入ノウハウの提供等

に取り組む。 

 

⑧国家公務員における女性職員採用・登用の拡大 

政策・方針決定過程への女性の参画拡大等の観点から、国が率先し

て女性職員の採用・登用の拡大に取り組むこととし、職員の仕事と生
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活の調和も併せて推進していく。 

そのため、新設された内閣人事局が取組の中核となり、政府一体と

して責任をもって取り組むための推進体制（全府省等の事務次官級か

ら成る会議の設置等）を整備し、総合的かつ集中的な取組を進める。 

また、仕事と家庭の両立支援制度を利用しやすい環境整備や、テレ

ワークの普及・拡大など、職員の状況に応じた柔軟な働き方を推進す

るとともに、超過勤務の縮減についても、関係機関の理解と協力も得

ながら、より効果的に取組を進める。 

 

⑨「女性活躍応援プラン（仮称）」等の実施 

育児等の経験を生かして主婦等が現場で能力を最大限発揮できるよ

う、「子育て支援員（仮称）」の創設を含め、「女性活躍応援プラン（仮

称）」を取りまとめるとともに、関係省庁から成る推進会議を新たに立

ち上げ、「女性活躍応援プランサイト（仮称）」の開設や学び直しの地

域ネットワークの創設など総合的推進体制を整備する。具体的には、

①家事・育児・介護等で地域貢献を希望する方、②正社員や保育士等

として再就職を希望する方、③起業・NPO 等の立ち上げを希望する方

向けに、マザーズハローワークや学び直し支援、トライアル雇用や創

業スクール等の取組を進める。 
また、企業トップや管理職の意識改革を推進するとともに、各地域

において女性応援会議の開催、経済団体等による連携プラットフォー

ム整備、企業現場の取組支援など女性登用の推進のための枠組みを構

築する。 

 

⑩キャリア教育の推進、女性研究者・女性技術者等の支援等 

次世代の女性活躍に向け、ロールモデル提示、出前授業などキャリ

ア教育プログラム情報を集約・発信するとともに、女性登用等に積極

的に取り組む大学に対する支援、女性研究者の研究と出産・育児等の

両立のためのワークライフバランス配慮型研究システム改革、女性技

術者等の育成や就労環境整備等を実行する。また、女性のキャリアア

ップの場としての JICAボランティア事業の戦略的活用を行う。 

 

（働き方に中立的な税制・社会保障制度等への見直し） 

 これらの取組を総合的に進めることと併せ、女性の活躍を妨げるあ

らゆる障壁を解消していく必要がある。このため、女性の就労に対し

て抑制的な制度の見直しを図る。 
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⑪働き方に中立的な税制・社会保障制度等への見直し 

日本再興戦略では、「女性の活躍推進」の項目において、「働き方の

選択に関して中立的な税制・社会保障制度の検討を行う」こととし、

税制面では、本年３月以降、政府税制調査会において、女性の働き方

の選択に対して中立的な税制の検討を行ってきた。 

働き方の選択に対してより中立的な社会制度を構築するためには、

幅広く総合的な取組が不可欠である。このため、少子高齢化の進展や

共働き世帯の増加などの社会経済情勢の変化の下、女性の活躍の更な

る促進に向け、税制、社会保障制度、配偶者手当等について、経済財

政諮問会議で年末までに総合的に検討する。 

 

・税制について 

税制面では、自民党・日本経済再生本部の提言や政府税制調査会に

おけるこれまでの議論を踏まえ、女性の働き方に対してより中立的な

制度とする方策について、経済財政諮問会議と連携しつつ、引き続き

政府税制調査会において幅広く検討を進める。 

 

   ・社会保障制度について 

社会保障制度については、①正社員等を夫に持つ女性の収入が 130

万円を超えた場合には、３号被保険者の資格を失い、社会保険料負担

が発生し手取り収入が減少する逆転現象が生じるため、妻が働く時間

を抑制する実態がある、②雇用主側としても労働時間が一定水準を超

えると社会保険料負担が発生するため、就業時間を調整させる実態が

ある、③３号被保険者制度は自営業者等の妻や独身女性との関係で不

公平である、との指摘があることに鑑み、経済財政諮問会議における

議論を踏まえつつ、社会保障制度の持続可能性を高める観点や、女性

の生き方・働き方に対してより中立的な制度の構築という観点を明示

的に踏まえた上で、被用者保険の適用拡大や給付・負担の在り方等を

含む包括的な検討を着実に進める。 

 

・配偶者手当の見直しについて 

配偶者を持つ従業員に対し、手当を支給する事例も見られ、結果的

に女性の就労を抑制している場合があるとの指摘があることに鑑み、

経済財政諮問会議において人事院等に情報提供等の協力を要請しな

がら議論を深め、配偶者に対する民間及び公務員の手当の在り方につ

いて検討を進める。 
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